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株式の取得に関する基本合意書締結のお知らせ 

 

当社は、平成 17 年 12 月 9 日開催の取締役会において、病院・福祉施設向け食事提供サービス事業を

展開する株式会社ホスピタルフードサプライサービスの株主と株式取得に関する基本合意書を締結する

ことを決議いたしましたので,下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 株式取得の趣旨 

当社は、当期よりトータルサービスプロバイダー機能（病院に対する各種医療関連サービス

事業をトータルで束ねるノウハウを持って各種サービスの効率化や質的向上を果たし、病院経

営を支援してゆく機能）の強化をめざすことを経営課題として取り組んでおります。加えて、

介護付有料老人ホーム事業も定員 1,000 人規模の事業所開設のめどが立ち、老人ホーム内の食

事提供サービスの効率化や質的向上を自ら図れる規模となりました。これらのことから、当社

ヘルスケア事業領域における新規事業として食事提供サービス事業を展開することとし、専門

スタッフの先行確保と関連市場の調査を行いつつ、パートナー企業先の選定を進めてまいりま

した。 

このような経緯により、このたび関西地区を中心に病院・福祉施設向けの食事提供サービス

事業を展開する株式会社ホスピタルフードサプライサービスの全株式を取得し、当社グループ

のパートナー企業とし、今後当該企業を中心に積極的に食事提供サービス事業を育てていくと

ともに、関連するサービスプロバイダー機能のノウハウ蓄積を行い、当社グループの更なる企

業価値の向上を目指していきます。 

 

２． 取得株式数、取得価格及び取得前後の所有株式の状況 

取得株式数及び取得前後の株式数 

異動前の当社所有株式数        0 株 

    異 動 株 式 数       200 株 

      異動後の当社所有株式数       200 株（当社所有割合 100%） 

   取 得 価 格       未 定  

 

３． 株式会社ホスピタルフードサプライサービスの概要 

(1) 商 号 株式会社ホスピタルフ－ドサプライサ－ビス 

(2) 代 表 者 代表取締役社長 田中 通夫 

(3) 所 在 地 大阪府大阪市淀川区西中島３丁目 18番 9 号 

(4) 設 立 年 月 日 昭和 57 年 3月 11 日 

(5) 主 な 事 業 内 容 病院・福祉施設向け食事提供サービス事業 
(6) 決 算 期 3 月 

(7) 資 本 金 1,000 万円 

(8) 発行済株式総数 200 株 
(9) 従 業 員 数 74 人（平成 17 年 11 月末日現在 他にパート従業員 132 人） 

(10) 事 業 所 数 13 事業所 

(11) 主な営業エリア 近畿・中国・中京地域 
 



 

 (12)最近事業年度における業績動向 

 平成 16 年 3月期 平成 17 年３月期 

食事提供サービス売上高 1,204,913 千円 1,202,939 千円 

そ の 他 売 上 高 306,020 千円 268,147 千円 

売 上 合 計 1,510,933 千円 1,471,086 千円 

売 上 総 利 益 300,354 千円 270,124 千円 

営 業 利 益 79,171 千円 58,244 千円 

経 常 利 益 79,518 千円 57,928 千円 

当 期 利 益 36,919 千円 36,914 千円 

総 資 産 624,855 千円 566,407 千円 

株 主 資 本 211,571 千円 248,485 千円 

一 株 当 た り 配 当 金 0 円 00 銭 0 円 00 銭 

 

※ その他売上高は、病院内売店、喫茶店の経営、病院向け人材派遣事業等に伴う売上高であ

り、その他売上げに該当する事業は、経営権移転までに事業再編する予定。このため、経

営権取得後は、食事提供サービス事業のみを行なう会社となる予定です。 

  

４． 今後の予定 

平成 17 年 12 月 14 日 株式取得に関する基本合意書締結（予定） 

平成 18 年 1 月 6 日 株式取得に関する取締役会決議（予定） 

平成 18 年 1 月 17 日 株券引渡し期日（予定） 

 

  ５． 業績に与える影響について 

当社グループの平成 18 年 3 月期の連結業績に与える影響は軽微であり、業績予想の修正は行

いません。 

 

以 上 


